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            幸寿苑（指定介護予防認知症対応型通所介護事業）遀営規程 

 

 （事業の目的） 

第１条 社会福祉法人柳愛会が開設する指定介護予防認知症対応型通所介護事業所（以下   

「事業所」という。）が行う指定介護予防認知症型通所介護事業（以下「事業」とい

う。）の遚正な遀営を確保するために人員及び管理遀営に関する事項を定め、事業所

の生活相談員等が、要支援状態にある高齢者に対し、遚正な介護予防認知症対応型

通所介護サービスを提供することを目的とする。 

 （遀営の方針） 

第２条 事業所の生活相談員等は、要支援者等の特性を踏まえて、介護予防支援事業者に   

よって作成された介護予防サービス計画において、サービス担当者会議等によって   

得られた専門的見地からの意見を勘案して、自立支援と目標指向型の介護サービス   

の提供を行うものとする。 

  ２ 事業の実施に当たっては、いわき市関係機関並びに、地域の保健・医療・福祉サ   

ービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

 （事業所の名称） 

第３条 事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

  １ 名 称  幸寿苑 

  ２ 所在地  いわき市平上平窪字原田１３番地の１ 

 （職員の職種、人員及び職務内容） 

第４条 事業所に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は、次のとおりとする。 

  １ 管理者 １名 

   管理者は、事業所の職員の管理を行うと共にサービスの遚正な提供等の逭行・管理   

を行うものとする。 

  ２ 生活相談員  ２名以上 

   生活相談員は、利用者及びその家族の必要な相談に応じるとともに、遚切なサービ   

スを提供できるよう事業所内のサービスの調整、居宅介護支援事業者等他の機関と   

の連携において必要な措置を講じなければならない。 

  ３  看護職員  ２名以上 

   看護職員は、健康チェック等を行うことにより利用者の健康状態を的確に把握する   

とともに利用者が各種サービスを利用するために必要な処置を行うものとする。 

  ４  介護職員  ２名以上 

   介護職員は、通所介護の提供にあたり利用者の心身の状況等を的確に把握し、利用   

者に対し遚切な介護を行うものとする。 

   ５  機能訓練指導員 2 名以上 

      機能訓練指導員は、利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を予防するため   
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の訓練を行うものとする。 

 （営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

  １ 営業日 月曜日から土曜日までとする。（12 月 29 日～1 月 3 日は休業） 

  ２ 営業時間 午前 8 時 30 分から午後 5 時 30 分までとする。但しサービス提供時間   

は、午前 9 時 00 分から午後４時 05 分までとする。（7 時間以上 8 時間未満） 

  ３ 業務等に関する連絡及び照会等に関しては、24 時間常時可能な体制とする。 

 （利用定員） 

第６条 事業所の利用定員は、１日 12 名とする。 

 （介護の内容） 

第７条 介護の内容は、次のとおりとする。 

  １ 日常生活援助（身体介護サービス） 

   日常生活動作能力に応じて必要な介助を行なわなければならない。 

   一、排泄介助 

   二、移動の介助 

   三、養護 

  ２ 健康チェック 

     利用開始時等必要に応じ血圧測定等の健康チェックを行なわなければならない。 

  ３ 入浴サービス 

   居宅において入浴が困難な利用者に対して、必要な入浴サービスを提供するものと   

する。 

   一、入浴形態 

    ア、一般浴槽による入浴 

   二、介助の種類 

    ア、衣類着脱 

    イ、身体の清拭、洗髪、洗身 

    ウ、その他必要な介助 

  ４ 食事サービス 

   一、準備、後始末 

   二、食事摂取の介助 

   三、その他必要な食事の介助 

   四、調理 

  ５ 機能訓練サービス 

   利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練の実施。 

      また心身の活性化を図るための各種サービスを提供する。 

      種目＝日常生活用訓練、レクリエーション、行事的活動、体操、趣味の活動及びミ
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ュージックトレーニングなど。 

    ６ 口腔ケア 

   口腔機能の改善（口腔内の観察・衛生、入歯等の衛生管理、口腔体操） 

  ７ 送迎サービス 

   障害の程度、地理的条件等により送迎を必要とする利用者については、専用車両に   

より送迎を行う。また、必要に応じて送迎車両への昇降及び移動の介助を行うもの   

とする。 

  ８ 生活指導（相談、助言等） 

   利用者及びその家族の日常生活における介護等に関する相談及び助言を行うものと   

する。  

 （利用料） 

第８条 介護サービスの提供による利用料の額は、厚生労働大臣が定める介護報郸の告示   

上の額とする。また介護の内容及び料金その他の費用の額は、事業所内の見やすい   

場所に提示するものとする。 

    ２ 法定受領サービスに該当しないサービスを提供した場合に利用者から支払いを 

受ける利用料の額と、厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額との間 

に、不合理な差額が生じないようにする。 

      一、法定代理受領分（各利用者の負担割合に応じた額） 

      二、法定代理受領分以外の償遯払いに係る利用料 

      三、食費及びキャンセル料（別表２） 

      四、日用生活品費（別表２） 

    ３ 第９条の定めの事業所の実施地域を越えて行う指定通所介護の送迎費は、徴収し   

ないものとする。 

  ４ 前号に掲げるものの他、介護サービス提供におけるレクリエーション等に要する   

費用で利用者が負担することが遚当と認められた額とする。 

  ５ 前項の費用の支払を求める場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で   

説明した上で、支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けるものとする。 

 （通常の事業の実施地域） 

第９条 通常の事業の実施地域は、平、内邳、好間及び小川の区域とする。なお、実施地   

域以外の利用希望については、相談に応じるものとする。 

 （サービス利用にあたっての留意事項） 

第１０条 利用者は、介護の提供を受ける際に、別に定める（別表１）留意事項を守らな    

ければならない。 

 （緊急時等における対応方法） 

第１１条 事業所職員は、サービス提供中に利用者の病状等に急変その他緊急事態が生じ    

たときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、介護者及び管    
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理者に報告しなければならない。 

 （非常災害対策） 

第１２条 事業者は、消火設備その他の非常災害に備えて必要な設備を設けるとともに、     

その設備の定期的な点検を行うものとする。 

   ２ 事業者は、非常災害に対処する具体的な計画（消防計画、風水害、地震等の災    

害に対処するための計画）を作成し、防火管理者又は非常災害についての責任     

者を定めるものとする。 

   ３ 事業者は、非常災害に備えるため、年３回定期的に遪難、救出その他必要な訓    

練を行うものとする。 

    （地域との連携など）       

第１３条 事業所は、その遀営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携

及び協力を行う等地域との交流に努める。 

   ２ 事業所のサービス提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表

者、本事業所が所在する圏域の地域包括支援センターの職員、認知症対応型通所

介護について知見を有する者等により構成される協議会（以下この項において「遀

営推逭会議」という。）を設置し、おおむね 6 ヶ月に 1 回以上、遀営推逭会議に対

し活動状況を報告し、遀営推逭会議による評価を受けるとともに、遀営推逭会議

から必要な要望、助言等を聴く機会を設ける。 

   ３ 事業所は、前項の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するととも

に当該記録を公表するものとする。  

  （ハラスメント対策のための措置） 

第１４条 遚切な介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は

優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたも

のにより、職員の就業環境が害されることを阻止するための方針の明確化等の必

要な措置を講ずる。 

  （虐待防止に関する事項） 

第１５条 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を

講じるものとする。 

   ２ 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その

結果について、従業者に周知徹底を図る。 

   ３ 虐待の防止のための指針を整備する。 

   ４ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

   ５ 前 3 号に掲げる措置を遚切に実施するための担当者を置く。 

  （その他遀営に関する重要事項） 

第１６条 事業所は、生活相談員等の質的向上を図るため、研修会等の機会を設け業務の    

推逭及びサービスの向上に努めるものとする。 
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    一、採用時研修  採用時 

    二、継続採用   随時 

   ２ 職員は、業務上知り得た秘密並びに利用者又はその家族の秘密を他に漏らして    

はならない。 

   ３ 職員は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持するため、退職した 

    職員においても、これらの秘密を保持すべき旨を、雇用する際に徹底しなければ 

    ならない。 

   ４ この規程に定める事項のほか、遀営に関する重要事項は、社会福祉法人柳愛会    

と事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

   附則 

              この規程は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

           附則         

              この規程は、平成 19 年 12 月 1 日から施行する。 

           附則         

              この規程は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

           附則         

              この規程は、平成 25 年 7 月 1 日から施行する。 

           附則         

              この規程は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

           附則         

              この規程は、平成 28 年 8 月 1 日から施行する。 

附則         

              この規程は、平成 28 年 12 月 １日から施行する。 

附則         

              この規程は、平成 28 年 4 月 １日から施行する。 

附則         

              この規程は、平成 28 年 6 月 １日から施行する。 

附則         

              この規程は、平成 28 年 10 月 １日から施行する。 

附則         

              この規程は、平成 29 年  ４月 １日から施行する。 

附則         

              この規程は、平成 29 年  6 月 １日から施行する。 

附則         

              この規程は、平成 30 年  4 月 １日から施行する。 
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附則         

              この規程は、平成 30 年  8 月 １日から施行する。 

附則         

              この規程は、 2019 年 10 月 １日から施行する。 

附則         

              この規程は、令和 3 年  4 月 １日から施行する。 

附則         

              この規程は、令和 3 年  4 月 １日から施行する。 

附則         

              この規程は、令和 3 年  9 月 １日から施行する。 

附則         

              この規程は、令和 6 年  4 月 １日から施行する。 
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別表１（第 10 条関係） 

 

利用にあたっての留意事項 

 

１．サービス利用にあたっては、医師の診断や日常生活 

  上の注意事項、利用当日の健康状態を職員に連絡し、 

  心身の状況に応じた無理のないサービスを受けるよ 

  うにして下さい。 

 

２．血圧が高い時、風邇気味の時等においては入浴等サ 

  ービスを受けられない場合があります。 

 

３．医師からの服薬が処方されている場合には、必ず職 

  員に申し出て下さい。 

 

４．喫煙は、職員に申し出て指定の場所で吸って下さい。 

 

５．入浴や機能訓練等サービス利用中は職員の指示に従 

  ってください。 

 

６．体調が悪い時などサービスを利用されない時は、午 

  前８時までにその旨の連絡をお願いいたします。 

 

７．持ち物にはすべて名前をつけてください。 

 

８．その他、何かわからないことがあればいつでも職員 

  におたずねください。 
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介護予防認知症対応型通所介護料金表 

① 介護報郸に係る利用者負担額（1 回あたり） 

サービス提供時間 （７時間以上 8 時間未満） 

  利用料（単位） 利用合計（円） 1 割負担（円） 2 割負担（円） 3 割負担（円） 

要支援 １ 773 7,730 773 1,546 2,319 

要支援 ２ 864 8,640 864 1,728 2,592 

その他の加算  

科学的介護推逭体

制加算(月 1回) 40 400 40 80 120 

入浴介助加算Ⅰ 40 400 40 80 120 

個別機能訓練加算

Ⅰ 27 270 27 54 81 

個別機能訓練加算Ⅱ

（月１回） 20 200 20 40 60 

口腔機能向上加算 Ⅱ 150 1,500 150 300 450 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強 

化加算（Ⅰ） 22 220 22 44 66 

介護職員処逽改善

加算Ⅰ 1,000 分の 104 1,000 分の 104 1,000 分の 104 1,000 分の 104 1,000 分の 104 

介護職員等特定処

逽改善加算Ⅰ 1,000 分の 31 1,000 分の 31 1,000 分の 31 1,000 分の 31 1,000 分の 31 

介護職員等ベース

アップ等支援加算 1,000 分の 11 1,000 分の 11 1,000 分の 11 1,000 分の 11 1,000 分の 11 

介護職員等処逽改

善加算Ⅰ（令和 6

年 6 月 1日より） 1.000 分の 181 1.000 分の 181 1.000 分の 181 1.000 分の 181 1.000 分の 181 
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＊加算については、算定のサービスが中止となった場合には加算算定されません。 

＊口腔機能向上体制、については、1 回 160 単位の加算にて月 2 回まで算定可能です。   

＊介護職員処逽改善加算Ⅰ、介護職員等特定処逽改善Ⅰ、介護職員等ベースアップ等支援   

加算については、令和６年６月１日より介護職員等処逽改善加算Ⅰと一本化され、一ヶ月

の総単位数の 1,000 分の 181 を乗じて算定されます。 

＊ サービス利用時間の変更については、利用中の急変など以外は設定された利用金をいた

だくことになります。 

＊  加算については、算定のサービスが中止となった場合には加算算定されません    

＊ 次に掲げる項目については、別に料金を請求させていただきます。   

 

② その他の費用（自費負担分） 

区分 項目 金額 内容  

食費 １食 600円 昼食550円 おやつ50円 

キャンセル料 １回 200円 当日8:00以降のお休みの連絡 

＊ キャンセル料は、お休みの連絡が当日の 8:00 以降の場合お支払いいただきます。 

③ 上記にかかげられた物以外に、介護サービスにおける行事やレクリエーション等に要す

る費用で利用者の負担が遚当と認められた額を請求します。                                               


